
 

 
平成 22 年 8 月 5 日 

各位 
会社名 新光商事株式会社 

代表者名 代表取締役社長 北井 暁夫 
（コード番号 8141 東証第一部） 

問合せ先 取締役 正木 輝 
（03-6361-8111） 

    主要株主の異動（予定）に関するお知らせ 
 
   今般、平成 22 年 8 月６日付で、当社の主要株主に異動が生ずる予定となりましたので、下記のとお

りお知らせいたします。 
記 

 
１．異動が生じた経緯 
    当社の主要株主である有限会社キタイアンドカンパニーより、下記内容の株式の売買による異動

がある旨の報告を受けましたので、お知らせいたします。 
 
２．当該株主の名称等 
   主要株主でなくなる株主 

（1） 名称 有限会社キタイアンドカンパニー 
（2） 所在地 東京都目黒区中央町二丁目 22 番 7 号 
（3） 代表者 北井 利子 
（4） 主な事業内容 資産管理 

   主要株主から譲渡を受ける株主 
（1） 氏名 北井 暁夫 
（2） 住所 東京都大田区 

 
３．当該主要株主の議決権の数（所有株式数）及び総株主の議決権に対する割合並びに当該主要株主か

ら譲渡を受ける株主の同内容 
株主名：有限会社キタイアンドカンパニー 
 議決権の数 総株主の議決権の数に対する割合 大株主順位

異動前（平成 22 年 3 月 31 日） 27,000 10.92％ 第１位

異動後 24,500 9.91％ 第１位

 
株主名：北井 暁夫 

   

 議決権の数 総株主の議決権の数に対する割合 大株主順位

異動前（平成 22 年 3 月 31 日） 4,010 1.62％ 第 8 位

異動後 6,510 2.63％ 第 5 位

（注 1）総株主の議決権に対する割合は、平成 22 年 3 月 31 日現在の総株主の議決権の数 247,220 個に

基づき算出しております。（発行済株式総数 24,855,283 株、議決権のない株式として発行済株

式総数から控除した株式数 133,283 株） 
（注 2）大株主の順位については、本件並びに当社が大量保有報告書（変更報告書）等の情報により知

りえたもの以外は平成 22 年 3 月 31 日現在の情報を使用しております。 
 

 



 
４．異動予定年月日 
    平成 22 年 8 月 6 日 
 
５．大株主（上位 10 名）情報（参考） 
異動前） 

株主名 議決権の数 議決権割合

有限会社キタイアンドカンパニー 27,000 10.92％
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 21,987 8.89％
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 14,301 5.78％
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（住友信託銀行再信託分・

NEC エレクトロニクス株式会社退職給付信託口） 
12,420 5.02％

株式会社横浜銀行 5,718 2.31％
水上 富美子 4,808 1.94％
ビー・エヌ・ピー・パリバ・セキュリティーズ（ジャパン）リミテッド

（ビー・エヌ・ピー・パリバ証券会社） 
4,243 1.72％

北井 暁夫 4,010 1.62％
MELLON BANK TREATY CLIENTS OMNIBUS（常任代理人株式会社

みずほコーポレート銀行決済営業部） 
3,727 1.51％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（中央三井アセット信託銀

行再信託分・TDK 株式会社退職給付信託口） 
3,490 1.41％

 
異動後） 

株主名 議決権の数 議決権割合

有限会社キタイアンドカンパニー 24,500 9.91％
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 21,987 8.89％
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 14,301 5.78％
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（住友信託銀行再信託分・

ルネサスエレクトロニクス株式会社退職給付信託口） 
12,420 5.02％

北井 暁夫 6,510 2.63％
株式会社横浜銀行 5,718 2.31％
水上 富美子 4,808 1.94％
ビー・エヌ・ピー・パリバ・セキュリティーズ（ジャパン）リミテッド

（ビー・エヌ・ピー・パリバ証券会社） 
4,243 1.72％

MELLON BANK TREATY CLIENTS OMNIBUS（常任代理人株式会社

みずほコーポレート銀行決済営業部） 
3,727 1.51％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（中央三井アセット信託銀

行再信託分・TDK 株式会社退職給付信託口） 
3,490 1.41％

(注)大株主の順位については、上記３の（注 2）のとおり平成 22 年 3 月 31 日現在の情報を使用してお

ります。 
 
６．今後の見通し 
  本件による業績に与える影響はございません。               
 
 

以上 


